
©日本証券アナリスト協会　2021� 17

１．はじめに

　COP26を一つの節目として、2021年はカーボ

ンニュートラルに向けた国、企業、地方自治体単

位での取り組み宣言と行動が促され、また、そこ

に投融資を行う機関の役割への期待と認識が高ま

っている。

　気候変動をはじめ、もともと「非財務」とされ

てきた情報を考慮した投融資行動の急速な広がり

により、その土台として必要な情報開示基準、デー

タと評価、運用に当たっての分析手法はいずれも

過渡期にあり、転換期にある。

　本稿は、関係者へのヒアリング、金融エコシス

テムに関する先行研究、投融資関連団体による最

新の動向を参考にまとめている。資産運用者とし

てどのようにこの転換期を理解し、既存の分析手

法との関係性を捉え、日々増えるツールを活用し

て気候変動をはじめたとした環境・社会要因に考

慮した運用体制を構築するかを考える一助となる

ことを目的としている。
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　COP26を一つの節目として、2021年はカーボンニュートラルに向けた国、企業、地方自治体単位での取り組
み宣言と行動、またその分野に投融資を行う金融機関の役割への期待と認識が高まっている。こうした背景の中、
本稿では、①資産運用者としてどのように気候変動等の環境・社会要因を既存の分析手法との関係の中で整理し、
②分析に必要となる情報開示の枠組みと評価を理解し、③どのような体制を整えツールを活用しながら取り組ん
でいくことができるかを探る。
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